
官僚、政治家、御用学者 
・・・なぜエリートは嘘をついてしまうのか？ 
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「データが語る日本財政の未来（明石順平）」の嘘 
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● おカネについて理解していない 
 ⇒未だに金属主義で、おカネが「債務と債権の記録」であり、政府が国債を発行すると家計の
銀行預金が増えるという現実すら知らない。 

 
● インフレについて理解していない 
 ⇒おカネの量が増えればインフレになると思っている（すぐにWWⅠ後のドイツの例を出す） 

 
● 諸外国との比較に際し、国債の「通貨」については（恐らく故意に）無視する。 
 ⇒国債がユーロ建てのギリシャと比較する、いつものパターン。 

 
● 政府の負債を「返済するもの」と勘違いしている 
 ⇒明治以降、日本政府の負債は３７４０万倍になっているのだが・・・ 
 
● 本質ではない「政府の資産の中身」に注目させ、破綻否定論を貶める 
 ⇒政府の資産が「ゼロ」でも財政破綻はあり得ない 

 
● 長期金利下落の本質を理解していない 
 ⇒日銀の量的緩和以前から金利が超低迷している理由を知らない 

 
● 最後はやっぱり、出鱈目な日銀破綻論 
 ⇒１５０年後まで生きるつもりらしい。 



財政破綻論の嘘 
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普通預金 

29-4-16 

お取引内容 お支払金額 お預り金額 差引残高（円） 

貸付 ３０００万円 ３０００万円 

銀行が貸すのは「預金」 

銀行の貸出とは、単に預金通
帳の「お預かり金額」に数字を
記帳するだけ。 

銀行は借用証書を担保に、ゼロから
預金というおカネを発行している！ 
（現金を預金する際も同じ） 

誰かがおカネを借りない限り、銀行預金というおカネは絶
対に生まれない。 
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日本の家計の預金・企業の借入の推移（兆円） 
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家計の預金 企業の借入 
出典：日本銀行 
※企業（非金融法人企業）の借入についてはマイナスで表現 

２０７．７兆円 
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日本の家計の預金と国債・財投債（兆円） 

出典：日本銀行 
※国債・財投債についてはマイナスで表現 
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政府が国債を発行すると、家計の預金が増える 

日本政府 
国債 

日銀当座預金 

銀行預金 

モノ 
サービス 

政府小切手 
日本銀行 

日銀当座預金 

従業員 

銀行預金 

分配 

① 

② 

③ ④ ⑤ 
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日本国家全体のバランスシート（兆円） 

出典：日本銀行 
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日本政府の債務残高の推移（単位：億円） 

出典：島倉原 
※実質債務残高は２０１５年基準 
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日本政府の債務残高の推移 

日本政府の債務残高（２０１５年時点）は 
名目の金額で１８７２年の３７４０万倍！ 
実質でも１８８５年の５４６倍！ 
になっている。 
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日本の政府の長期債務残高（兆円） 

出典：財務省 
※２０１７年は実績見込み、１８年は予算、その他は実績 

１９７５年 通常予算において初となる赤字国債発行 
 大平正芳蔵相「万死に値する！一生かけて償う」 
１９８２年 鈴木善幸首相「財政非常事態宣言」 
１９９５年 武村正義蔵相「財政危機宣言」 

２０１８年の政府の長期債務残高は１１０７．４兆
円。村山内閣時の２．７倍、鈴木善幸時の５．４倍、
そして「万死に値する」三木内閣時の「３４．５
倍」、１９７０年の「１５２．６倍」に達している
のだが・・・・ 
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日本政府の長期債務残高（左）と長期金利（右） 

出典：財務省 
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主要国の長期金利の推移（％） 

出典：外務省 
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日本の国債・財投債所有者別内訳（２０１８年９月末） 

出典：日本銀行 
※国債８９３．５兆円、財政融資資金１０１．３兆円 
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日本のマネタリーベースとインフレ率 

出典：日本銀行、統計局 
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政府の負債対GDP比率（右軸、％）と負債総額（左軸、億
円） 

出典：内閣府、日本銀行 
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日銀破綻論の嘘 
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借方（資産） 貸方（負債・純資産） 
現金  1,087,665 
日銀預け金  3,782,379 
政府預金  151,248 
外貨預金 11,275  
日銀貸出金 488,786  
現先・債券貸借取引  3,113 
国庫短期証券 217,490  
国債・財投債 4,372,791  
事業債 31,857  
ＣＰ 20,574  
株式等・投資信託受益証券 270,868 1 
預け金 241 0 
未収・未払金 4,539 203 
対外証券投資 27,991  
その他対外債権債務 33,016 213,513 
その他 50,873 498 
純資産  291,681 
合計 5,530,301 5,530,301 

2018年９月末時点 日本銀行のバランスシート（億円） 
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201７年度 日本銀行の損益計算書（円） 

日銀当座預金利息 
約１８３７億円 
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日本銀行の日銀当座預金内訳（兆円） 

出典：ニッセイ基礎研究所 ２０１８－０４－０９ 
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日本銀行保有の国債・財投債（兆円） 

出典：日本銀行 
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無期限・無利子国債 

日本政府 日本銀行 

国債 

無期限・無利子国債 

どうしても「国の借金政府の負債」の残高が気になるならば、日銀の必
要額を残し、日銀保有国債を政府の新規発行「無期限・無利子国債」と
交換すれば終わり。日本銀行は無期限・無利子国債を地球滅亡の日まで
バランスシートに資産計上しておけばいい。 

日銀が当座預金に対する利払いで、純資産が削られたとして、他に利益
の源泉が全くないと仮定しても、１５０年後にようやく債務超過。 
しかも、日本銀行が債務超過になったところで、政府が貨幣を発行し、
日銀に資本投入すれば、それで話は終わり。 
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日本は財政破綻しない 

【破綻論】日本は財政破綻する！！ 

 ⇒国債が100％自国通貨建て（日本円建て）の日本政府は財政破綻が不可能。国債
金利が上がったとしても、日本銀行の国債買取ですぐ低下。 
 
【破綻論】日本銀行が国債を買い取るとハイパーインフレーションになる！！ 

 ⇒実際に、日本銀行が量的緩和政策で国債の４５％超に至るまで買い取ったにも関
わらず、インフレ率はゼロ。 
 
【破綻論】戦後１９４６年に、日本は実際に財政破綻して預金封鎖した！！ 

 ⇒戦後の日本はアメリカ軍に供給能力を破壊され、４５年が２２４％、４６年が２９０％
のインフレになり、国債の実質的価値が数分の一に下落したが、財政破綻（債務不履
行）はしていない。 
 預金封鎖は新円切り替えのためで、国債とは関係がない。 
 
【破綻論】とにかく借金を増やしていいはずがない！！ 

 ⇒日本政府の債務残高（２０１５年時点）は名目の金額で１８７２年の３７４０万倍、実
質でも１８８５年の５４６倍になっているが、債務不履行になったことはない。 
 
【破綻論】ならば、無限に国債を発行できるというのか！？ 

    ⇒インフレ率が許容範囲に収まる限り、可能。 
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日本のインフレ率の推移（対前年比％） 
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出典：統計局 
※インフレ率：コアコアＣＰＩ（食料<酒類除く>エネルギーを除く総合消費者物価指数）の変動率 

９７年のデフレ化以降、日本のインフレ率は消費増税以外
で  上がったことがない。（そもそも消費増税がデフレ
の原因） 



安倍政権の統計マジック 
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日本の実質賃金指数（対前年比％） 

出典：厚生労働省 
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出典：厚生労働省 

厚生労働省は２０１８年の実質賃金（現金給与総額）に
ついて＋０．２％で発表したが、共通事業所と比べると、
名目賃金の年平均で▲０．８％の差が生じているため、
実際の２０１８年の実質賃金は▲０．６％であったと考
えられる。 
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土居丈朗 慶應義塾大学経済学部教授の主張 

勤労統計不正、再集計の結果はどうなった？
https://news.yahoo.co.jp/byline/takerodoi/20190123-00112110/ 
（前略）2014年４月に消費税率が引き上げられた後、賃金の伸びが低かったとされるが、再集計前
よりも再集計後の方が2014年の賃金上昇率は高かったことが明らかとなった。さらに最近で言うと、

2018年の賃金上昇率は、再集計公表前より低いことが明らかとなった。  
 統計不正は、経済実態の正確な把握を妨げたり、政策判断を誤らせたりしかねないだけに、
今後は再発防止が不可欠だ。（土居丈朗 慶應義塾大学経済学部教授） 
 
 

 



29 

-3.0

-2.5

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2013H1 2013H2 2014H1 2014H2 2015H1 2015H2 2016H1 2016H2 2017H1 2017H2 2018H1

名目賃金（対前年比％） 

日本の名目賃金・実質賃金の対前年比（％） 

出典：厚生労働省 

-3.0

-2.5

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2013H1 2013H2 2014H1 2014H2 2015H1 2015H2 2016H1 2016H2 2017H1 2017H2 2018H1

名目賃金（対前年比％） 実質賃金（対前年比％） 



ヒストリカルＤＩ（一致指数） 

「景気の山（谷）設定に当たっては、ヒストリカルDI が50％を下回る（上回る）直前の月を
山（谷）候補とした上で、 
 ①転換点を通過後、経済活動の収縮（拡大）がほとんどの経済部門に波及・浸透してい
るか（波及度） 
 ②経済活動の収縮（拡大）の程度（量的な変化） 
 ③景気拡張・後退の期間を全てみたしているか等について検討している。」 
                   （内閣府「第１８回 景気動向指数研究会について（概要）」より） 

 ● 生産指数（鉱工業） 
 ● 鉱工業用生産財出荷指数 
 ● 耐久消費財出荷指数 
 ● 所定外労働時間指数（調査産業計） 
 ● 投資出荷指数（除輸送機械 
 ● 商業販売額（小売業Ｘ前年同月比） 
 ● 商業販売額（卸売業Ｘ前年同月比） 
 ● 営業利益（全産業） 
 ● 有効求人倍率（除学卒） 



ヒストリカルＤＩ（一致指数）の推移 

出典：内閣府「第１８回 景気動向指数研究会について（概要）」より 



ヒストリカルＤＩ（一致指数）の推移 

出典：内閣府「第１８回 景気動向指数研究会について（概要）」より 

消費税増税 

商業販売額は「対前年同月比」 

『「前回の景気の谷から足元まで明確な下降はみられず、第１５循環の景気の谷（２０１２年１１月）以降、
２０１７年８月以前に景気の山はつかない」ことについて研究会の合意が得られた』 



２０１２年の景気「後退」期 

出典：内閣府 景気動向指数研究会「平成25 年８月21  資料2(1)」 
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日本の有効求人倍率の推移（単位：倍） 

出典：厚生労働省 
※２０１８年は１１月の値、その他は年平均 
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日本の名目ＧＤＰの推移 （単位：十億円） 

出典：内閣府 
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日本の公共事業支出の推移（兆円） 

出典：国土交通省 
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出典：国土交通省 
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日本の需給ギャップの推移（対GDP比％） 

出典：内閣府 
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財政均衡主義の真実 

40 
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緊縮財政を推進する「法律」 

財政法 第四条 国の歳出は、公債又は借入金以外の歳入を以て、その財源としな
ければならない。但し、公共事業費、出資金及び貸付金の財源については、国会の議
決を経た金額の範囲内で、公債を発行し又は借入金をなすことができる。 

日本国憲法 〔国費支出及び債務負担の要件〕 
第八十五条 国費を支出し、又は国が債務を負担するには、国会の議決に基くこと
を必要とする。 

日本国憲法 〔戦争の放棄と戦力及び交戦権の否認〕 
第九条 日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動た
る戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久
にこれを放棄する。 
２ 前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交
戦権は、これを認めない 

財政法 第五条 すべて、公債の発行については、日本銀行にこれを引き受けさせ、
又、借入金の借入については、日本銀行からこれを借り入れてはならない。但し、
特別の事由がある場合において、国会の議決を経た金額の範囲内では、この限りでな
い。 
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変更された財務省の「目的」 

大蔵省設置法 第三条 大蔵省は、左に掲げる事項に関する国の行政事務及
び事業を一体的に遂行する責任を負う行政機関とする。 
 一 国の財務 
 二 通貨 
 三 金融 
 四 証券取引 
 五 造幣事業 
 六 印刷事業 

財務省設置法 （任務） 第三条  財務省は、健全な財政の確保、
適正かつ公平な課税の実現、税関業務の適正な運営、国庫の適
正な 管理、通貨に対する信頼の維持及び外国為替の安定の確
保並びに造幣事業及び印刷事業の健全な運営を図ることを任務
とする。 



実質賃金の真実 
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実質賃金とは？ 

実質賃金 ＝ 名目賃金 ÷ 物価指数 
※厚生労働省は物価指数について 
「帰属家賃を除く総合消費者物価指数」を使用 

１７年１１月 名目賃金指数８８．９ 物価指数１０１．２ 
 ⇒ 実質賃金指数 ８８．９÷１０１．２＝０．８７８ 
 
１８年１１月 名目賃金指数９０．４ 物価指数１０２．２ 
 ⇒ 実質賃金指数 ９０．４÷１０２．２＝０．８８５ 
 
１８年１１月の実質賃金は対前年比０．７９７％上昇（報道では０．
８％上昇） 
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実質賃金について知ろう！ パターン① 

【一年前】 
  製品の付加価値（粗利益） １０円 販売数量 １０個 企業の所得 １００円 
 （付加価値単価１０円を物価指数とする） 

【今年】（パターン①） 
  製品の付加価値（粗利益） ９円 販売数量 １０個 企業の所得 ９０円 
 （物価指数は９円） 

実質賃金 ＝ 名目賃金 ÷ 物価指数 

【一年前】 
  実質賃金 ＝ １００円 ÷ １０ ＝ １０円 
【今年】（パターン①） 
 実質賃金 ＝ ９０円 ÷ ９ ＝ １０円  

実質賃金は変わらない 
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実質賃金について知ろう！ パターン② 

【一年前】 
  製品の付加価値（粗利益） １０円 販売数量 １０個 企業の所得 １００円 
 （付加価値単価１０円を物価指数とする） 

【今年】（パターン②） 
  製品の付加価値（粗利益） ９円 販売数量 ９個 企業の所得 ８１円 
 （物価指数は９円） 

実質賃金 ＝ 名目賃金 ÷ 物価指数 

【一年前】 
  実質賃金 ＝ １００円 ÷ １０ ＝ １０円 
【今年】（パターン②） 
 実質賃金 ＝ ８１円 ÷ ９ ＝ ９円  

実質賃金が１０％下落 
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実質賃金について知ろう！ パターン③ 

【一年前】 
  製品の付加価値（粗利益） １０円 販売数量 １０個 企業の所得 １００円 
 （付加価値単価１０円を物価指数とする） 

【今年】（パターン③） 
  製品の付加価値（粗利益） １２円 販売数量 ９個 企業の所得 １０８円 
 （物価指数は１２円） 

実質賃金 ＝ 名目賃金 ÷ 物価指数 

【一年前】 
  実質賃金 ＝ １００円 ÷ １０ ＝ １０円 
【今年】（パターン③） 
 実質賃金 ＝ １０８円 ÷ １２ ＝ ９円  

実質賃金が１０％下落 
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実質賃金について知ろう！ パターン④ 

【一年前】 
  製品の付加価値（粗利益） １０円 販売数量 １０個 企業の所得 １００円 
 （付加価値単価１０円を物価指数とする） 

【今年】（パターン③） 
  製品の付加価値（粗利益） ９円 販売数量 １２個 企業の所得 １０８円 
 （物価指数は９円） 

実質賃金 ＝ 名目賃金 ÷ 物価指数 

【一年前】 
  実質賃金 ＝ １００円 ÷ １０ ＝ １０円 
【今年】（パターン④） 
 実質賃金 ＝ １０８円 ÷ ９ ＝ １２円  

実質賃金が２０％上昇 
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実質賃金について計算してみよう 

【一年前】 
  製品の付加価値（粗利益） １０円 販売数量 １０個 企業の所得 １００円 
 （付加価値単価１０円を物価指数とする） 

【今年】 
  製品の付加価値（粗利益） １１．０９８円 販売数量 １２．３４５個  
                          企業の所得 １３７．００４８１円 
 （物価指数は１１．０９８円） 

さあ、実質賃金を計算してみよう！ 

【一年前】 
  実質賃金 ＝ １００円 ÷ １０ ＝ １０円 
【今年】（パターン④） 
 実質賃金 ＝ １３７．００４８円 ÷ １１．０９８ ＝ ？？？  １２．３４５ 

実質賃金が２３．４５％上昇 
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ご清聴ありがとうございました 
 

 株式会社経世論研究所 
TEL: ０３－６８９０－８３６６ 

takaaki.mitsuhashi@jcom.home.ne.jp 
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